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行われている。

（ウ）環境資源問題の解決に資するICT活用事例
CO2排出量の削減など環境負荷の軽減をICTの活用により実現する取組が行われている（図表2-2-2-17）。
スウェーデンでは、市街地の出入口18カ所に課金ポイントを設置し、交通量に応じて時間帯ごとに変動課金

を実施し、交通量の削減と、それに伴う渋滞の緩和により、CO2排出量削減に貢献している。
米国では、保有している多数の自動車の運行状況を収集・解析することにより、走行経路の最適化や必要最小

限の車両台数での運行を可能とし、CO2排出量を削減している。
英国では、ロンドン市内に数百メートル間隔で設置されたステーションで自転車を借り、市内のどのステー

ションにでも返却可能なレンタサイクルサービスを展開。自動車に代わる環境負荷の少ない交通環境を整備して
いる。

フランスでは、道路の映像情報やプローブ情報等の交通情報を即時に統合して交通状況を予測。交通状況に応
じた信号制御や交通情報表示による交通の円滑化を実現している。

（エ）鉱物資源問題の解決に資するICT活用事例
鉱物の生産効率の向上や採掘作業の効率向上、作業の安全性確保のためにICTを活用している事例が存在す

る（図表2-2-2-18）。
豪州では、鉱石の積み込み場において、GPS、障害物検知センサー等を搭載したダンプトラックが中央管制

諸外国における資源問題解決に資するICT活用事例（エネルギー資源）図表2-2-2-16

（出典）総務省「ICT生活資源対策会議報告書」

   通信ネットワークを通じて、地域全体の電力の需給能力や需要量の変動をリアルタイムに収集し、効率的な送電や電力需給バランスの調整を実施。 
 各家庭では、電化製品等を宅内ネットワークで接続し、個々の製品の電力使用状況を可視化するとともに、インターネット等からの遠隔操作や需給
状況の変動に関する情報等に合わせて消費電力をコントロール。 

（ドイツ マンハイム市でMVV Energie社等により実証実験を実施 等） 
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諸外国における資源問題解決に資するＩＣＴ活用事例 （エネルギー資源） 

   センサーとネットワークを用いて車の往来に対応して点灯・消灯する
街灯の設置等、ICTの技術焦点をこれまでの「車」から「道路」自体に当
て、交通網エネルギーの効率的使用を実現する“スマート・ハイウェイ”
を実現。 

運転しながら自動的に車
が充電される電気自動
車専用レーン 

センサーとネットワークを
活用し、車の往来に応じ
て街灯の点灯・消灯のタ
イミングを最適化するシ
ステム 

自動車が走行することによ
り発生する風力を使って発
電するライトシステム 

(オランダでデザイン会社Studio Roosegaardeとインフラコンサル会社Heijimansの 
共同により2013年から順次実証実験を予定) 

出典：Studio Roosegaarde Webサイトより 

   製品製造時の各工程における電力消費状況を可視化し、部品調達
や設計の段階からの電力消費シミュレーション等を通じて、製造工程を
見直すことにより、電力使用効率最適化を実現。 
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（EUでFP7プロジェクトとの一つとして実証実験を実施） 
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諸外国における資源問題解決に資するICT活用事例（環境資源）図表2-2-2-17

（出典）総務省「ICT生活資源対策会議報告書」

   市街地の出入口１８カ所に課金ポイントを設置し、交通量に応じて時
間帯ごとに変動課金を実施。 
 交通量の削減と、それに伴う渋滞の緩和により、CO２排出量削減に貢
献。  

レーザーとカメラを用
いて車両の往来を測
定し、料金を計算。 

出典：総務省 ICTを活用した街づくりとグローバル展開に関する懇談会ICT街づくり推進部会（第1回）資料及びIBM Webサイトより 

市街地の出入口に課金
ポイントを設置、通行状
況を監視。 

諸外国における資源問題解決に資するＩＣＴ活用事例 （環境資源） 

（スウェーデン ストックホルム市でＩＢＭにより実施） 

   ロンドン市内に数百メートル間隔で設置されたステーションで自転車
を借り、市内のどのステーションにでも返却可能なレンタサイクルサー
ビスを展開。自動車に代わる環境負荷の少ない交通環境を整備。 
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等がリアルタイムに更新され、Webやス
マートフォンアプリを利用して確認可能 

出典：ロンドン交通局Webサイトより 
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 （イギリスでロンドン市により実施 等） 

  

カメラ情報 

プローブ情報 

信号制御 

交通情報表示 

交通制御センター 

（フランスリヨン市でＩＢＭにより実施 等） 

出典：SEIMENS Webサイト他より 

 道路の映像情報やプローブ情報等の交通情報を即時に統合して交
通状況を予測。交通状況に応じた信号制御や交通情報表示による交

通の円滑化を実現。  

   保有している多数の自動車の運行状況を収集・解析することにより、
走行経路の最適化や必要最小限の車両台数での運行を可能とし、CO２

排出量を削減。 

GPS衛星 ネットワークを介して各
車両の情報（速度、位
置、燃費等）を収集 

1 2 

収集したデータを解析し、運用
計画に反映。運行自動車の台
数を必要最小限に抑制。 

（アメリカでスミソニアン学術協会により実施） 

○ 運用車両を削減 600台 → 490台 
○ 燃料消費量を44％削減 （2005年～2011年） 
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室からのルート設定に基づき無人走行を実現している。完全無人稼働によるダンプトラック運行システムにより
作業効率の向上を図っている。

また、鉱山で稼働するブルドーザ等の機械にセンサーを取り付け、衛星通信経由でデータを収集・解析して機
器・部品の稼働状態を把握。機械の故障を予測して未然に防止することにより機器の稼働率を上げ、鉱物の生産
効率を向上させている。

さらに、都市部にある遠隔操作センターより1000km以上離れた鉱山で稼働している砕石ハンマー等の重機
を遠隔操作し、採掘作業の効率を向上させている。

チリでは、鉱山坑道において、掘削作業により発生した坑道の変形を、坑道に張り巡らせた光ファイバに加わ
る圧力等で検知し、岩盤崩落等の兆候を未然に把握し、坑道内における作業安全に貢献している。

（オ）水・廃棄物資源問題の解決に資するICT活用事例
水資源の効率的な活用や廃棄物の削減をICTの活用により実現している（図表2-2-2-19）。
マルタでは、スマートメーターを活用して収集した貯水量や使用量等の情報を基に、最適な給水箇所の設定等

を行い水の流通経路を制御するとともに、漏水や盗水の早期発見・防止に貢献している。
モルディブでは、水道管路図面等の管路情報や大口消費顧客データを、地理情報システム（GIS）を活用して

データベース化して可視化し、最適な管路設備設計や管路設備保全管理の効率化を実現している。
米国では、流通用の梱包箱にICタグを張り付け、梱包箱の個体管理により出荷先を把握し、梱包箱を再利用

する体制を構築。梱包箱の再利用により、廃棄物の削減に貢献している。

諸外国における資源問題解決に資するICT活用事例（鉱物資源）図表2-2-2-18

（出典）総務省「ICT生活資源対策会議報告書」

   鉱石の積み込み場において、GPS、障害物検知センサー等を搭載し

たダンプトラックが中央管制室からのルート設定に基づき無人走行。 
完全無人稼働によるダンプトラック運行システムにより作業効率を向
上。 

  

   鉱山坑道において、掘削作業により発生した坑道の変形を、坑道
に張り巡らせた光ファイバに加わる圧力等で検知。岩盤崩落等の兆
候を未然に把握し、坑道内における作業安全を確保。  

  

(オーストラリアでKOMATSUにより実施) 

出典：KOMATSU Webサイトより 

   都市部にある遠隔操作センターより、1000km以上離れた鉱山で稼
働している砕石ハンマー等の重機を遠隔操作し、採掘作業の効率を
向上。 

遠隔操作 

(オーストラリアで鉱業会社リオ・ティント社により実施) 

出典：リオ・ティント Webサイトより 

鉱山坑道の変形に 
よる圧力を検知 

(チリで鉱業会社CODELCO社とNTTの共同により実施) 

    鉱山で稼働するブルドーザ等の機械にセンサーを取り付け、衛星
通信経由でデータを収集・解析して部品の状態を把握。機械の故障
を予測して未然に防止することにより機器の稼働率を上げ、鉱物の
生産効率を向上。 

(オーストラリアでKOMATSUにより実施 等) 
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諸外国における資源問題解決に資するICT活用事例（水・廃棄物資源）図表2-2-2-19

（出典）総務省「ICT生活資源対策会議報告書」

   ビル等の建造物にひずみセンサーや水分センサー等を取り付け、
多量のデータを収集して解析することにより、建造物の経年劣化の
箇所・進み具合を適切に把握。必要箇所の補強により建造物全体
の寿命を延ばし、廃棄物の削減に貢献。 

 (カナダでSMT Research社により実施) 

データの収集・解析により 
経年劣化を適切に把握 

   流通用の梱包箱にICタグを張り付け、梱包箱の個体管理により
出荷先を把握し、梱包箱を再利用する体制を構築。梱包箱の再
利用により、廃棄物の削減に貢献。  

 水道管路図面等の管路情報や大口消費顧客データを、地理情報
システム（GIS）を活用してデータベース化して可視化し、最適な管
路設備設計や管路設備保全管理の効率化を実現。 

   スマートメーターを活用して収集した貯水量や使用量等の情報を基
に、最適な給水箇所の設定等を行い水の流通経路を制御するととも
に、漏水や盗水を早期に発見・防止。 

（マルタ共和国でＩＢＭにより実施 等) 

配水距離を短縮し、
漏水リスクを低減 
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上下水道網 

貯水量や使用量等の情報
を基に水の流通経路をリ
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管路情報、 
顧客データ等 
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諸外国における資源問題解決に資するＩＣＴ活用事例 （水・廃棄物資源） 

(アメリカで食品会社Mission Foods社により実施) 

貯水場Ｃ 

出典：Mission Foods Webサイトより 出典：SMT Research Webサイトより 

出典：日立製作所 Webサイトより 

 (モルディブで日立製作所により実施) 

貯水場Ｂ 

貯水場Ａ 
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カナダでは、ビル等の建造物にひずみセンサーや水分センサー等を取り付け、多量のデータを収集して解析す
ることにより、建造物の経年劣化の箇所・進み具合を適切に把握。必要箇所の補強により建造物全体の寿命を延
ばし、廃棄物の削減に貢献している。

以上のように、海外では様々な生活資源問題の解決にICTを活用しているところであるが、我が国において
も、生活資源問題の解決に貢献するとともに、取組の成果を先進的な課題解決モデルとして、積極的に海外に展
開し、我が国のICT産業の国際競争力の強化に資するべく、諸外国に先駆けて、ICTを活用した生活資源対策
の取組を加速させていく必要がある。

（3）総務省の取組

以上のような状況を踏まえ、総務省においては、昨年12月から「ICT生活資源対策会議」を開催し、世界規
模の課題であり、かつ、国民の安心・安全に直結した課題である、“生活資源”の安定的・効率的な確保に、
ICTでどのように貢献することができるか検討を行い、計8回の会合での議論を経て、本年5月に報告書を取り
まとめた＊51。その提言事項（図表2-2-2-20）を以下に紹介するが、詳細については報告書を参照されたい。
ア　Mission（使命）、Vision（目標）とApproach（取組の方向性）

ICTを活用した生活資源対策を真に実効あるものとし、その効果を最大限に発揮するためには、社会経済シ
ステムへの実装を進めていくことが重要であり、そのためには、広く関係者間に共通認識を醸成することが必要
である。このような観点から、まず、ICTを活用した生活資源対策のMission（使命）として、「「便利で安心な
暮らし」を創る！～世界最高水準の効率性による持続可能な社会の実現！～」を定め、Vision（目標）として、

「Ⅰ．生活資源対策のICTによる徹底した高度化・効率化、Ⅱ．積極的なグローバル展開による国際競争力の強
化、Ⅲ．社会・暮らしを支えるICT共通基盤の強靱化」の3つの柱を示している。

また、Mission（使命）とVision（目標）の実現に向けたアプローチとして、6 つの基本的視点（生活者視
点・利用者視点、経済効果・合理性・持続可能性、分野横断的な連携・官民の役割分担、共通性・連関性、柔軟
性・安全性及び透明性）に留意することとし、これらの視点を踏まえて、具体的な実現可能性が高く、政策効
果・経済効果の高い取組を、ICTを活用した生活資源対策として推進していくことが必要である。

まず、重点分野として、「鉱物・エネルギー」、「水」、「農業（食料）」、「社会インフラ」の4分野について、そ
れぞれ短期の実証実験等、中長期の研究開発という時間軸を意識した2つのステップを有機的に組み合わせ、重
点プロジェクトとして総合的に推進していくことが必要である。あわせて、これらの重点プロジェクトをはじめ
ICTを活用した生活資源対策を支える、オープンデータ連携基盤の確立やネットワーク基盤の高度化など、ICT
共通基盤の強靱化にも取り組むことが必要である。
イ　Action （具体的な取組）

（ア）重点4分野（鉱物・エネルギー、水、農業（食料）、社会インフラ）におけるプロジェクトの推進
鉱物・エネルギー資源分野では、文部科学省、 独立行政法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）、独立行政法人

情報通信研究機構（NICT）、その他関係省庁・機関と連携しながら、短期では通信衛星（きずな）を活用した
「海のブロードバンド環境」の実現、中長期では次世代超高速ブロードバンド通信衛星による最適な調査環境の
実現に取り組むことが期待される。

水資源分野では、水道事業を実施する地方自治体（公営企業）や関係省庁等と連携して、短期ではICTを活
用した高度な漏水検知システムの構築、中長期では水利用をネットワーク化した水版スマートグリッドの実現に
取り組むことが期待される。

農業（食料）資源分野では、農林水産省等と連携して、短期では農業の生産性向上に向けたICTによる知識
産業化、中長期では生産から流通、消費まで一貫したバリューチェーンの構築による高付加価値化に取り組むこ
とが期待される。

社会インフラ資源分野では、地方自治体等関係機関と連携して、短期ではプローブ情報を活用した道路の効率
的な維持管理の実現（国土交通省と連携）、中長期ではセンサー等を活用した遠隔監視による予防保全的な維持
管理システムの実現に取り組むことが期待される。

加えて、以上の重点4 分野におけるプロジェクトの成果を、課題先進国である我が国の優れた先進的課題解

＊51	http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/02tsushin01_03000184.html
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決モデルとして、海外にも積極的に展開することにより、相手国の抱える社会的課題の解決に貢献するととも
に、我が国ICT産業の国際競争力の強化に寄与することが期待される。

（イ）社会・暮らしを支えるICT共通基盤の確立
ICTを活用した生活資源対策を社会実装していくためには、個々のプロジェクトの推進に加えて、これらの

取組を支える共通的な基盤について、機能・インフラの共有・連携を最大限進めることにより、効率的でオープ
ンなICT共通基盤として、オープンデータ連携基盤、アプリケーション共通基盤及びネットワーク基盤を確立
することが必要である。特に、ネットワーク基盤の確立においては、様々な分野において多種多量のデータを収
集・分析・活用するための共通の基盤となるM2Mプラットフォーム（センサーネットワーク）技術の研究開
発・実証や、超省電力小型センサー技術（エネルギーハーベスティング）の研究開発・実証の取組を推進するこ
とが期待される。

（ウ）生活資源対策を支える研究開発・人材の強化、国民の参加
先に掲げた重点プロジェクトを着実に推進していくことに加え、今後も、ICTを活用した生活資源対策のシー

ズの発掘・創出に不断に取り組むことにより、生活資源対策の裾野を拡大していく仕組を構築することが必要で
ある。

また、ICTを活用した生活資源対策の一層の高度化を図っていくためには、その担い手となるICT人材の育
成に努めることが不可欠であり、例えば、総務省における他の人材育成の取組＊52などと連携しながら、効果的
な人材育成を推進することが必要である。さらに、生活資源対策は、国が政策として進めるだけではなく、国、
自治体、事業者及び国民が一体となった取組が求められる。

同会議では、以上に記載した各プロジェクトの実施により、2025年までの累計で、国内で約20兆円の経済
効果（約2.6兆円の市場創出効果、約18兆円の社会コスト削減効果）が見込まれると試算＊53している。

＊52	「実践的ＩＣＴ人材育成推進事業」、「ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業」等
＊53	株式会社国際社会経済研究所が大胆な仮定に基づき推計したもの。

生活資源対策の全体概念図図表2-2-2-20

（出典）総務省「ICT成長戦略会議」（第4回）資料
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災害に強い情報通信ネットワークの実現に向けて

総務省では、情報通信ネットワークは国民の生命や財産を守る重要な社会インフラの一つであることか
ら、 平 成24年3月、 総 務 省・ 独 立 行 政 法 人 情 報 通 信 研 究 機 構（NICT：National Institute of 
Information and Communications Technology）・民間企業・東北大学をはじめとする研究機関からな
る産学官連携プロジェクトを発足し、災害に強い情報通信技術を実現するための研究開発（図表1）を実
施している。

本研究開発では、大規模災害が発生した際の課題に
ついて「避難誘導」、「安否確認」、「早期復旧」、「情報
提供」という4つの段階（図表2）に整理し、それぞ
れに対する解決策として各種の研究開発を実施してい
る。また、NICTが東北大学内に整備するテストベッ
ドを活用した研究開発を行い、災害に強い情報通信技
術の実現に向けて産学官で取り組んでいる。

【具体的な取組事例】
1 「避難誘導」

東日本大震災では、大津波警報に伴う津波の高さが数度更新されたが、現場では更新された後の情報
（より高い津波が来襲する等の情報）が得られず、住民にも発信できなかった。

このような課題を解決するため、放送局に集まる地域ごとの詳細情報を、スマートテレビをはじめとす
るスマートフォンやタブレットなど、様々な端末で視聴できる技術の開発を進めている。このように通信
手段が増えることで、被災地において重要な避難の情報がより多くの方々に行き渡ることになる（図表3）。

他にも、地方自治体が災害情報を入力すると、自動
的に市民が利用するさまざまなデバイス、サービスに
あわせたコンテンツに変換し、配信する技術を開発し
た。このシステムを利用すれば、地方自治体は1画面
の入力で、送信ボタンを1回押すだけで、情報を様々
な媒体に送信できるようになり、地方自治体は緊急時
の作業軽減と時間短縮が図れ、住民はいつでもどこでも、スマートフォン、ワンセグ、防災無線など何ら
かの方法で避難情報・災害情報が得られることができる（図表4）。

トピック

災害に強い情報通信技術の実現に向けた研究開発図表 1

大規模災害が発生した際の4つの課題図表 2

早期復旧 

避難誘導 

安否確認 

情報提供 

災害発生 

避難に必要な情報を住民が入手できなかった 

電話や防災無線が通じず、連絡が取れない 

電話網の復旧に時間がかかった 

避難所で適切な情報提供ができなかった 

（課題） （問題点） 

スマートテレビによる被災情報の提供図表 3
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2 「安否確認」
東日本大震災の発生に伴い、被災地域

のみならず首都圏などでも、公衆網に大
規模な通信混雑が発生し電話がつながら
なかった。また、被災3県を中心に、地
震及び津波の影響で通信施設（局舎等）
の倒壊、流出等の被害が発生し、更に、
広域停電が長引いたため、通信設備（機
器等）が機能不全に陥った。

このような課題を解決するため、通信混
雑状況下においても必要となる通信を可
能な限り確保するべく、他のサービス向けの設備の処理能力を「音声通話」「メール（ウェブ含む）」などの基本
通信サービスに割り振ることができる、通信処理リソースの動的制御技術を開発した。このシステムを利用すれ
ば、災害時に通信混雑により携帯電話がつながりにくくなった場合でも、早期に混雑状況を緩和させ、安否確認
がしやすくなる（図表5）。

他にも、通信環境が悪化しても、避
難所や災害現場の状況をクリアな映像
で送ることができる技術を開発し、よ
り高画質なのに重くない映像圧縮技術
を実現した。これにより、災害情報を
確認するための必要な情報がよりス
ムーズに地方自治体や住民に提供でき
るようになる（図表6）。

3 「早期復旧」
東日本大震災発生に伴い、地震による

設備の倒壊、津波による流失や広域停電
の長期化などで、電話だけでなく衛星携
帯電話や防災無線などの設備が使えなく
なり、「設備の復旧」に時間がかかった。

このような課題を解決するため、
NICTにおいて、インターネットへの接続が失われても相互の安否確認や情報共有を可能とする、災害に強
い耐性を持った自律分散ワイヤレスメッシュネットワーク技術、および、小型無人航空機を利用したネッ
トワークの回復技術の開発を進めている。通信の断絶した被災地上空に遠隔操作による小型航空機を飛行
させることで、航空機に搭載した無線中継装置がメッシュネットワークの1つのノードとして機能して、
通信が確保できるようになる（図表7）。

他にも、持ち運びできる小型の衛星通信地球局で、誰でもボタン一つ押すだけで、自動で衛星を探し、
すぐに衛星回線を利用できる技
術を開発した（図表8）。

また、広範囲にわたって通信
が途絶した地域であっても、電
話局や自治体行政システムなど
の機能を持ったトラックが駆け
つけ、災害対策本部や警察、消
防などを結ぶ自営網を復旧した

多様な手段による避難情報の伝達図表 4

携帯電話の通信混雑の緩和図表 5

高精細な映像を少ない遅延時間で伝送図表 6

小型無人航空機中継局図表 7
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り、「音声通話」、「メール」等
ができるようにする技術を開発
している（図表9）。

4 「情報提供」
東日本大震災発生に伴い、地

震による設備の倒壊、津波によ
る流失や、広域停電の長期化な
どで、避難所等において電話だ
けでなく衛星携帯電話や防災無
線などの設備が使えなくなり、
また、情報入手手段が限定され
たため、避難所などで必要とさ
れる生活情報（生活物資の配給
等）が得られなかった。

このような課題を解決するた
め、災害時の限られた電力や通
信経路を有効活用することで「音
声通話」、「メール」等をより長く
使い続けることができる技術開
発した。具体的には、災害により携帯電話がつながらない場所でも情報共有を実現させるため、無線LAN基地
局を可搬型基地局として持ち運びできるように改良し、避難所のように、たくさんの人が一斉に通信を行うよう
な状況でも確実にデータ通信ができる技術を開発した（図表10）。

また、NICTでは、災害時に発生するインターネット上の大量の災害関連情報を収集・蓄積・分析し、独自
の情報分析エンジンで処理してユーザーに提供するシステムの研究開発を進めている。このシステムを活用
することで、例えば被災地において何が不足しているかというような情報を、デマなどを回避しつつ、より
迅速・正確に入手することが可能になる。更に、地図情報などに表示することで、例えば被災者は炊き出し
の場所などの情報を入手したり、地方自治体は救援物資の配送計画に役立てたりすることも可能になる（図
表11）。

【事例の周知広報】
総務省とNICTでは、上述の研究成果を早急に普及させるた

め、平成25年3月25日～26日には仙台市で「耐災害ICT研
究シンポジウム及びデモンストレーション」を開催し、実際の
利用方法の案内や実機を用いたデモンストレーション等を通じ
て、研究成果の利用者となる地方自治体、通信事業者、放送事
業者、機器ベンダの方々などに広く周知した。

また、総務省では、研究成果の利用者（地方自治体等）に向
けた「つながる！こわれない！災害に強い情報通信技術のご案
内」（図表12）に上記のような取組をとりまとめ、研究開発の
概要をまとめた動画とともに公表した。

誰でも操作できる小型の
衛星通信用基地局図表 8

避難所に持込可能な、
可搬型無線LAN基地局図表 10 ネット上の情報から災害関連

情報を分析抽出図表 11

移動式の電話局設備図表 9

「つながる！こわれない！災害に
強い情報通信技術のご案内」図表 12

平成25年版　情報通信白書244


